
 

通所リハビリテーション利用料金表       【介護保険 1 割自己負担額】 令和 4年 2月改定 

所要時間・・・6時間以上 7時間未満の場合        単位：円 

 

  要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

通所リハビリテーションサービス費 1日 773／日 919／日 1,060／日 1,229／日 1,394／日 

サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 1日 24／日 

リハビリテーション提供体制加算 1日 27／日 

介護職員処遇改善加算Ⅰ 1月 利用総単位数×サービス別加算率｛4.7%（小数点以下四捨五入）｝×10.88 

｛特甲地 2級地加算（小数点以下切捨て）｝ご利用者様負担分は一割 

 

☆ 以下サービスをご利用いただいた場合、上記金額に加算されます。                     単位：円 

 

【基本利用料】 利用者共通にかかる利用料 

食 費 １日 686 昼食費 おやつのみ別途 100円 

教養娯楽費 １日 150 ﾚｸ活動費、材料費、消耗品費 

 

事業所コード  １４５３６８００２２ 

入浴加算（Ⅰ） １日 44 普通浴槽での見守りなどを含む入浴介助 

入浴加算（Ⅱ） 1日 
66 

 

・入浴介助を適切に行うことができる人員及び設備を有して行われる入浴介助であること。 

・医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士、介護支援専門員等(以下「医師等」という。)が利用者の居宅

を訪問し浴室での利用者の動作及び浴室の環境を評価していること。この際、利用者の居宅の浴室が利用者

自身又は家族等の介助により入浴を行うことが難しい環境にある場合は、訪問した医師等が、介護支援専門

員・福祉用具専門相談員と連携し、福祉用具の貸与・購入・住宅改修等の浴室の環境整備に係る助言を行うこ

と。 

・入浴計画に基づき、個浴その他の利用者の居宅の状況に近い環境にて、入浴介助を行うこと。 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算(A)イ １月 

610 算定から 6月以内 

①医師はﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの実施にあたり、詳細な指示を行うこと。さら

に医師の指示内容を記録する事。②会議を開催して、利用者の状況

等を構成員と共有し、会議内容を記録する。③3 月に 1 回以上、ﾘﾊ

ﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ会議を開催し、利用者の状態の変化に応じ、ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮ

ﾝ計画書を見直す事。④PT、OT又は STが、介護支援専門員に対し、

利用者の有する能力、自立のために必要な支援方法及び日常生活

上の留意点に関する情報提供を行うこと。⑤PT,OT又は STが利用者

の居宅を訪問し、その家族に対し、介護の工夫に関する指導及び日

常生活上の留意点に関する助言を行うこと。 

⑥ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ計画について、計画作成に関与した PT,OT 又は ST

が説明し、同意を得るとともに、医師へ報告すること。 

⑦上記に適合することを確認し、記録する事。 

262 算定から 6月越 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算(A)ロ １月 
646 算定から 6月以内 加算（A）イの要件に適合すること。利用者毎の訪問リハビリテーション計画書等の

内容等の情報を厚生労働省に提出し、ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの提供に当たって、当該情

報その他ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用してい

ること。（CHASE・VISITへのデータ提出とフィードバックの活用） 577 算定から 6月越 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算(B)イ １月 
904 算定から 6月以内 ・加算（A）イの①～⑤の要件に適合すること。 

・ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ計画について、医師が利用者又は家族に対して説明し、同意を

得ること。 

・上記に適合することを確認し、記録すること。 555 算定から 6月越 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算(B)ロ １月 
939 算定から 6月以内 

・加算（B）イの要件に適合すること。 

・利用者毎の訪問リハビリテーション計画書等の内容等の情報を厚生労働   

省に提出し、リハビリテーションの提供に当たって、当該情報その他ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 

（CHACE・VISITへのデータ提出とフィードバックの活用） 
591 算定から 6月越 

短期集中ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実施加算

（退院(所)日又は認定日から 3 月

以内） 

１日 120 
個別リハビリテーションを集中的に実施した場合 

に算定。１日１回を限度とする 

重度療養管理加算 1日 109 要介護 3､4,5の方で手厚い医学的管理が必要な方に算定 

中重度者ケア体制加算 1日 22 

・前年度（3月を除く）または届出をした月の前 3月の利用者総数のうち、要介護３ 

以上のご利用者の割合が３０％を超えていること 

・月ごとに看護職員または介護職員を、人員基準で定められている員数に加えて 

常勤換算で 2以上確保していること 

・サービス提供時間帯を通じて、専従の看護職員を 1名以上配置していること 


